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平成 27 年 5 月 調査･設計請負契約における設計変更ガイドライン 制定 

平成 29 年 5 月 調査･設計請負契約における設計変更ガイドライン 一部改訂 

 第 3 章 発注にあたっての留意事項 

  ・設計技術者人員数を内訳項目毎に直接人件費を業務量として記載することを追記。 

  ・業務ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理表の活用による工程管理を追記。 

平成 30 年７月 調査･設計請負契約における設計変更ガイドライン 一部改訂 

 第 3 章 発注にあたっての留意事項 

 第 5 章 設計変更における留意事項 

  ・業務内容の変更や追加、削除による打合せ回数の変更した場合の設計変更について追記。 

 

２０１９年７月 調査･設計請負契約における設計変更ガイドライン 一部改訂 

第３章 発注にあたっての留意事項 

  ３．５ 工程管理 

    業務スケジュール管理表作成にあたっての留意事項を追加 

 

  第５章 設計変更における留意事項 

   ・追加業務が発生した際の打合せ簿の取り交わしについて明記。 

 

第６章 業務環境改善、受発注者間のコミュニケーション 

   ・第６章を追加 

   ・ウィークリースタンスの導入、ワンデーレスポンスの導入について追記。 
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 第 3 章 発注にあたっての留意事項 

  ・設計技術者人員数を内訳項目毎に直接人件費を業務量として記載することを追記。 

  ・業務ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理表の活用による工程管理を追記。 

平成 30 年７月 調査･設計請負契約における設計変更ガイドライン 一部改訂 

 第 3 章 発注にあたっての留意事項 
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3.５ 工程管理  

 ３．５．１ 業務スケジュール管理表の活用 

適切な工程管理（履行期間の確保）を妨げる原因として、関連する業務や関係機関との協議、資料の貸与時

期、条件提示時期等の遅れがあり、その結果、履行期間を圧迫し、照査期間を不足させることとなる。 

よって、打合せの都度、受発注者間で進捗状況および懸案事項を確認しながら業務を実施することが重要で

ある。 

また業務履行期間中に発注者の判断、指示が必要とされる事項について、受発注者間で回答までの期間を協

議するなど、適切にｽｹｼﾞｭｰﾙ管理を行うことが重要である。 

そのため協議事項などについて、その役割分担や回答期限を明確にした「業務ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理表」（別紙）を参

考に受注者が作成し、円滑に業務履行するための環境を整えること。 

「業務ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理表」は、初回打合せ時およびそれ以降に受発注者間でｽｹｼﾞｭｰﾙを管理するﾂｰﾙとして積

極的に活用されたい。なお、スケジュール作成時には、業務完了予定日、しゅん功日及びしゅん功図書作成期間

を記載すること。 

 

 

 

 

 

5.2 適切な設計変更の実施 

前述の考え方を十分理解した上で、必要な設計変更については、受発注者間が対等な立場で打合せを行い、

契約変更を行う。 

前記から、契約変更の累計額が当初請負代金額の 30％を超えるときは、別途契約とすることが原則である

が、当初契約の目的範囲内で、現に実施中の業務と分離することが困難な場合、あるいは分離しないことが有利

な場合には、30％の増額範囲に縛られずに必要な設計変更を行うこと。 

業務内容の追加や工期等が変更になった場合には、その追加する内容、数量について次頁の主任監督員が

作成する「業務指示書」へ記載し、受発注者間で書面にて確認すること。なお、管理技術者が作成する「業務打

合せ簿」と区別し、適切に処理を行うこと。 
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６．業務環境改善、受発注者間のコミュニケーション 

６．１ ウィークリースタンス等の実施 

公共工事の品質確保の促進に関する法律が改正され，現在及び将来の公共工事の品質を確保するための

中長期的な担い手の育成・確保が，受発注者共通の責務となっている。 

ウィークリースタンスは，受発注者で１週間のルール（スタンス）を目標として定め，計画的に業務を履行するこ

とで，設計業務等の品質確保につなげるとともに，ワーク・ライフ・バランスの推進など，担い手の育成及び確保

を目的とする。 

（１）実施内容 

 実施内容は次のとおりとし，業務の進捗に差し支えない範囲で実施する。 

①休日明け日(月曜日等)は依頼の期限日としない。 

②ノー残業デーは定時退社。 

③土・日曜日に休暇が取れるように金曜日には依頼しない。 

④昼休みや定時以降の打合せを行わない。 

⑤定時間際、定時後の依頼、打合せをしない。 

⑥その他（受発注者間で協議し決定）。 

 

（２）進め方 

１）受注者の意思確認 

①契約後、主任監督員等から管理技術者にウィークリースタンスの主旨及び取組内容を説明すると共に、取り

組む意思を確認する。 

②同意を得た場合は、取組内容を確認する。 

２）具体的な進め方 

①初回打合せにおいて、取組内容を定める。 

②定めた内容は、管理技術者及び主任監督員等が業務打合せ簿で確認し、受発注者間で共有する。打合せ

の際は、次頁の「ウィークリースタンス推進チェックシート」を受注者で作成を行い、活用する。 

 

（３）取組方法 

①取組内容の確認及び状況報告等は、業務スケジュール管理表を活用する。 

②中間打合せ等を利用し、受発注者間で取組のフォローアップ等を行う。 

③管理技術者等は、成果品納入時の打合せにおいて、業務全般の取組結果（効果、改善点等）について報告

する。 

 

 

 

 

 

 



調査・設計請負契約における設計変更ガイドライン 改訂内容 

改訂後 改訂前 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



調査・設計請負契約における設計変更ガイドライン 改訂内容 

改訂後 改訂前 

 
（参考）特記仕様書記載例 

第○条 ウィークリースタンス等の推進 

１．本業務は、受発注者協力のもと、建設業の魅力創出を図ることを目的に、ウィークリースタンス等の推進を図

ることとする。実施については下記の通りとし、受発注者間で協議し、実施内容を決定すること。 

①休日明け日(月曜日等)は依頼の期限日としない。 

②ノー残業デーは定時退社。 

③土・日曜日に休暇が取れるように金曜日には依頼しない。 

④昼休みや定時以降の打合せを行わない。 

⑤定時間際、定時後の依頼、打合せをしない。 

⑥その他（受発注者間で協議し決定）。 

ただし、至急の資料作成等、緊急性を有するやむを得ない内容を含む業務対応については対処方法について

受発注者間で確認すること。また、上記内容以外の項目は、受発注者間で協議し決定すること。 

 

６．２ ワンデーレスポンスの実施 

 （１）目的 

  受注者からの設計条件に関する質問・協議があった際は、その日のうちに回答、検討に時間を要する場合

は、回答可能な日を通知することにより、円滑な業務の進捗を図る。 

 

 （２）実施内容 

  １）概要 

   業務履行中に受注者より設計条件等に関する質問・協議があった場合には、その日のうちに回答すること

を原則とするが、回答に検討期間を要する場合には、受注者に優先順位や重要度を確認した上で、発注者は

適切な時期に回答期限を設定し、確実な回答を行う。 

 

  ２）留意点 

   回答期限を超過する場合は、新たな回答期限の連絡を徹底する。 

   回答に重要な判断を必要とする場合は、各部局・課の統一見解を確認する等、回答の確実性を重視する。 

 

 （３）実施にあたってのポイント 

   ワンデーレスポンスは全て１日で回答するという誤解を防ぐこと。即日回答より回答内容の確実性を重視す

る。 
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（参考）特記仕様書記載例 

第○条 ワンデーレンスポンス対象業務 

１．本業務は、ワンデーレスポンス実施対象業務である。「ワンデーレスポンス」とは、受注者からの質問、協議

への回答は、基本的に「その日のうち」に回答するよう対応する。ただし、即日回答が困難な場合は、いつまでに

回答が必要なのかを受注者と協議のうえ、回答期限を設けるなど、何らかの回答を「その日のうち」にすることで

ある。 

２．受注者は、作業間の関連や業務の進捗状況等を把握できるよう、工程管理方法について綿密に検討するこ

と。 

３．受注者は、業務実施中において問題が発生した場合、作業内容や工程及び発生原因等を整理のうえ、速や

かに文書にて監督職員と協議すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


